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環境保全が内需拡大の大きな柱
環境投資拡大に向け、グリーン税制を大胆に活用
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我が国の温室効果ガス排出量

排出量 13億7 100万トン ＜前年度比＋2 3%＞

2007年度における我が国の排出量は、基準年比8.7％上回っており、議定書の６％削減約束の達成には、
9.3％の排出削減が必要。(原子力発電所の利用率を84.2%と仮定した場合、排出削減必要量は4.3%)
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税制のグリーン化に関する骨太方針等における記載

道路特定財源の見直しの議論や本年６月の我が国の長期目標の設定等を受けて、
環境税について初めて骨太方針等に税制改革の重点事項等として明記された。

「骨太方針２００８」 （平成20年６月27日 閣議決定）（抄）

４．税体系の抜本的な改革に向けて（税制改革の重点事項）

（４） 低炭素化促進の観点からの税制全般の見直し

道路特定財源の 般財源化の問題にとどまらず 環境税の取扱いを含め 低炭素化促進の観点から税制全道路特定財源の一般財源化の問題にとどまらず、環境税の取扱いを含め、低炭素化促進の観点から税制全

般を横断的に見直す。

「低炭素社会づくり行動計画」（平成20年７月29日閣議決定）（抄）

２ 税制

（１）税制のグリ ン化（１）税制のグリーン化

本年秋に予定している税制の抜本改革の検討の際には、道路財源の一般財源化後の使途の問題にとどま

らず、環境税の取扱いを含め、低炭素化促進の観点から税制全般を横断的に見直し、税制のグリーン化を進

める

２

める。



○国際競争力のある低炭素経済を世界に先駆けて築くため、炭素に価格を付け、ＣＯ２排出量に着目した課税
とすることが、市場の力を活かし、環境投資を進める鍵として、極めて重要であるとの基本的考え方の下、環

環 境 税 の 案

境税の創設を要望。
○ただし、現下の厳しい経済状況を踏まえ、当面は、極力増税とならないよう措置することとし、平成21年度に

おいては、見合いの環境減税を進める。
○具体的な課税対象 税率等については 下記のとおり

【課税の仕組み】 ○家庭・オフィス：

・灯油、ＬＰＧ （上流で課税）

○工場等：

○具体的な課税対象、税率等については、下記のとおり。

・石炭、重油、天然ガス（大口排出者による申告納税）

○家庭・オフィス・工場等：

・電気、都市ガスに関しては、発電・ガス事業者が用いる化石燃料に対して課税

【税率・税収額】 税率：２，４００円／炭素トン （約６５５円／二酸化炭素トン）

（重油（Ｃ重油）：１．９６円／１リットル、石炭：１，５８０円／１トン など）

税収額：約３，６００億円

家計の負担： 世帯当たり年間約２，０００円（月額約１７０円）

【軽減措置】 ○国際競争力の確保や排出削減努力の奨励促進等のため、

・大口排出事業者において、削減努力をした場合は、８割軽減

・鉄鋼等製造用の石炭、コークス等は免税

・灯油について５割の軽減

＊重油は、大口排出者の申告納税であり、漁船用燃料使用は免除

【税収】 ○一般財源

現下の厳しい経済状況を踏まえ、極力増税とならないよう措置する。具体的には、平成２１年度においては、見合いの

環境減税を進める（省エネ住宅、低燃費自動車、森林吸収源対策等）。

【既存エネルギー関係諸 ○ガソリン、軽油については、揮発油税、軽油引取税等において環境課税することを前提に、課税対象としない。
税との関係】

※京都議定書目標達成計画の実施のための予算のうち、直ちに削減効果のある予算（いわゆるＡ類型）は約5200億円（うち一般会計分は約1300億円）。
排出抑制対策は約3000億円、森林吸収源対策は約1850億円。また、温暖化対策関連の租税特別措置による減収額は、例えば住宅の省エネ改修促進
税制では、約20億円（H20.4.1～12.31）と推計されている。これらに追加して行っている税制改正要望については、次々ページ参照。

３



道路特定財源（暫定税率）等のエネルギー税制について

○道路特定財源制度に係る暫定税率については 課税によりCO2排出抑制に取り○道路特定財源制度に係る暫定税率については、課税によりCO2排出抑制に取り

組む国際的な動向も踏まえ、課税を通じて地球温暖化対策を推進する旨を明確
にした上で、現行水準を維持すべき。

（参考）「道路特定財源等に関する基本方針」（平成20年５月13日閣議決定）（抄）

道路特定財源制度は今年の税制抜本改革時に廃止し21年度から一般財源化する。
暫定税率分も含めた税率は、環境問題への国際的な取組み、地方の道路整備の必
性 方 厳 財政状 等を踏 今年 税制抜本改革時 検 す要性、国・地方の厳しい財政状況等を踏まえて、今年の税制抜本改革時に検討する。

○平成21年度の税制改正要望事項とは別として、より大きな目では、環境投資を戦
略的に進める欧州の課税水準も念頭に置きつつ、今後、課税によりCO2排出抑

制を効果的に促進する観点から、我が国においても、環境税の考え方を活かし、
エネルギー関係諸税のグリーン化を推し進めるべき。

４

ネルギ 関係諸税のグリ ン化を推し進める き。



個別税制のグリーン化

個別税制についてもグリ ン化を強力に推進個別税制についてもグリーン化を強力に推進
○低公害車（年間売上げ見込：約12万台、4000億円弱）に対する需要を一層拡大（2020年
までに新車販売のうち2台に1台は次世代自動車に（低炭素社会づくり行動計画））

○省エネ住宅の新築や省エネ改修に対する需要の大幅喚起（新築住宅は年間約100万戸。
住宅投資は年間19兆円。200年住宅を含め、これらがすべて省エネ型になることを目指
す （低炭素社会づくり行動計画） ）

（１）自動車関連税制のグリーン化
①低公害車の取得に係る税率の軽減措置の延長・拡充（自動車取得税：プラグイン・ハイブ

リッド自動車についても軽減）
②自動車NOx・PM法に基づく排出基準適合車に係る税率の軽減措置の延長・拡充（自動車取得

税：平成21・22年規制に適合するバス・トラック等を対象に追加）
③低公害車用燃料供給設備に係る課税標準の特例措置の延長 拡充（固定資産税 対象要件③低公害車用燃料供給設備に係る課税標準の特例措置の延長・拡充（固定資産税：対象要件

を引下げ）
④自動車関係諸税の見直しによる低炭素車の普及拡大

（２）省エネ住宅促進税制・新エネ設備促進税制の創設等
①既存住宅の省エネ改修に係る所得税の軽減措置（ローン減税）の延長

②既存住宅の省エネ改修に係る所得税の税額控除の創設②既存住宅の省エネ改修に係る所得税の税額控除の創設

③一定の省エネ性能を満たす省エネ住宅に係る所得税の軽減措置（住宅ローン減税の深掘

り）の拡充 ５



自動車NOｘ・PM法に基づく排出基準適合車に係る

自動車関連税制のグリーン化

延・拡延・拡
低公害車の取得に係る税率の軽減措置（自動車取得税）

自動車NOx・PM法に基づく対策地域内で、同法の排出基準に適合

しないバス・トラック等を廃車し、新たに排出基準に適合し、かつ、最
新の自動車排出ガス規制に適合するバス・トラック等に買い換える場

自動車NOｘ PM法に基づく排出基準適合車に係る
税率の軽減措置（自動車取得税）

低公害車を取得する場合に自動車取得税を軽減する。
（標準税率：自家用５％、営業用３％）

延 拡
(1年)

延 拡
(2年)

新の自動車排出ガス規制に適合するバス トラック等に買い換える場
合に自動車取得税を軽減する。 （標準税率：自家用５％、営業用３％）

電気自動車(燃料電池自動車含む)

圧縮天然ガス（CNG)自動車
車両総重量3 以下 ☆☆☆☆に限る

2.7%
軽減

（現行）平成17年規制適合車 ： 1.2%軽減

（拡充）平成17年規制適合車 （平成21・22年規制適用日前）、

（現行）

低公害車用燃料供給設備に係る課税標準の特例措置
（固定資産税）

・車両総重量3.5t以下：☆☆☆☆に限る。
・車両総重量3.5t超：重量車☆（ＮＯｘ）に限る。

ハイブリッド自動車（バス・トラック）
・車両総重量3.5t 以下：☆☆☆☆かつ燃費基準+20%達成車に限る。
車両総重量3 5t 超 重量車☆か 重量車燃費基準達成車に限る

平成21・22年規制適合車 ： 1.0%軽減

延・拡
(2年)

低公害車（電気自動車、天然ガス自動車及び燃料電池自動車）の燃
料供給設備に係る固定資産税の課税標準を３年間３分の２とする。

・車両総重量3.5t 超：重量車☆かつ重量車燃費基準達成車に限る。

ハイブリッド自動車（乗用車）
☆☆☆☆かつ燃費基準＋20％達成車に限る。

1.8%
軽減

（拡充） プラグイン・ハイブリッド自動車： 2 7%軽減

（拡充） 取得価額要件「2千万円以上」を「300万円以上」に引き下げ

平成27年度重量車燃費基準
を達成した自動車

※重量車燃費基準

（拡充） プラグイン・ハイブリッド自動車： 2.7%軽減

平成22年度燃費基準より
20%以上燃費性能の良い
自動車

※燃費基準＋20%

※重量車☆
平成17年度基準値(新
長期規制 )より、NOx
又はPMを10%以上低
減させた重量車

※☆☆☆☆

自動車

平成17年基準値より、有
害物質を75％以上低減さ
せた低排出ガス認定車

自動車関係諸税の見直しによる低炭素車の普及拡大
(自動車税、軽自動車税、自動車重量税、自動車取得税)

新

取得、保有の段階の自動車関係諸税についても、グリーン化をさらに
進める観点から、例えばCO2排出量を課税基準に組み込むこと、特

新

･･･ 軽減対象等について拡充を行った上で延長

･･･ 新設要望

延・拡

例措置を設ける際にCO2排出量に応じた仕組みを組み込むこと等、
低炭素車への買換えを促進するために必要な税制上の措置を検討
する。

６



省エネ住宅促進税制の創設等

省エネ住宅へのリフォーム 省エネ住宅の新築等

重サ シ 複層ガ 導入

対象となる改修工事の例 対象となる住宅の例

二重サッシ・複層ガラスの導入

 

天井断熱
180mm 

常時換 気
システ ム

一定の省エネ性能を満たす住宅

複層ガラス複層ガラス複層ガラス

断熱材（壁・床・天井）の導入

外 壁 断 熱  
100 mm  

南 窓の 軒
ひ さし

東 西 窓 の
日 除 け

窓 は複層
ガ ラス  
（ 可 能 な ら
断 熱サ シ）

暖 冷 房 は
エ ア コ ン

連 続 す断熱材（壁・床・天井）の導入

床 断 熱
100m m

除 け
断 熱サッ シ）連 続 す

る 防 湿
気 密 層  

Ⅳ地域仕様

・一定の設備の設置

出典：ブリジストンＨＰ 出典：アキレスＨＰ

定の設備の設置
例：太陽光発電等

一定の省エネ改修工事を行った場合、
①ローン残高の一定割合を所得税から控除（延長）

一定の省エネ性能を満たす省エネ住宅の新築等に当
たって、ローン残高の一定割合を所得税から控除（住宅

又は、
②費用額のうち一定額を所得税から控除（新規）

７

たって、ロ ン残高の 定割合を所得税から控除（住宅
ローン減税の拡充）（新規）



その他環境関連税制について

森林関連税制

①植林費の損金算入の特例措置の

廃棄物・リサイクル対策の推進
① PFI選定事業者が設置する一般廃棄

①植林費の損金算入の特例措置の
延長（法人税・法人住民税）

②山林所得に係る森林計画特別控
除措置の延長（所得税 個人住民

物処理施設に係る課税標準の特例措
置の延長（不動産取得税・固定資産
税・都市計画税）

除措置の延長（所得税・個人住民
税）

③林業経営の継続を確保するため

② PCB廃棄物処理事業に係る税制上の
特例措置の延長（不動産取得税）

の税制上の特例措置の創設（相
続税）

④木材利用を推進するための税制

環境汚染の防止
○ VOC（揮発性有機化合物）排出抑制設備に係

る特別償却措置 延長（所得税 法人 上の特例措置の創設（所得税）る特別償却措置の延長（所得税・法人
税）

都市の緑の創出

○ 都市の緑の創出に資する緑化施設
に係る課税標準の特例措置の延長

環境教育の推進

○ 環境教育・環境保全活動拠点に係
る税制上の特例措置の創設（固定に係る課税標準の特例措置の延長

（固定資産税）
る税制上の特例措置の創設（固定
資産税・都市計画税）

８


